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民生費　老人福祉センター事業費
　老人福祉センター事業のうち、Ａ型の総合福祉センター内の
老人福祉センターと、Ｂ型の老人福祉館についてそれぞれ質疑
がありました。具体的には、昨年度、連光寺老人福祉館が「廃止」
となりコミュニティ会館に変わったことをふまえて市の高齢
者福祉はどうあるべきかという質疑がありました。また、延べ
利用者数ではなく実利用者数をカウントしないと実際の利用
実態はつかめないとの指摘や、送迎バスの運行について地域公
共交通の再編とも重ね合わせて考える必要があるとの指摘が
ありました。

衛生費　斎場・霊園管理経費
　南多摩斎場に12基ある炉の稼働状況と炉の増設について質
疑がありました。
　１日最大27件の火葬を受け付けているが、死亡者数が増え
ていくことが予想されており、長期の火葬待ちが生じる可能性
があるので受け付け時間を延長し、１日最大30件に増やすこ
とと、火葬を実施していなかった友引日についても火葬を受け
付ける検討がされていると説明がありました。
　また、炉の増設については現有の12基を最大限供給可能な
体制で対応していくが、推計を見ながら対応が難しい場合は炉
の増設も検討していくと答弁がありました。

商工費　観光推進事業
　多摩センター駅の改札を出た広場で「Wi-Fiが利用できる」と
の掲示がはがれたままになっている、現在のエレベータ横では
なく、正面の階段付近などもっと目立つところへの掲示をお願
いしたいとの指摘がありました。また予算額の半分近くを占
める「マイクロ・ツーリズム」のアイデア募集の周知にも、もっ
と力を入れるべきとの指摘があり、周辺の大学や企業への周知
にさらに努めたい、との答弁がありました。

高齢者福祉をどう考えるのか高齢者福祉をどう考えるのか

火葬の供給体制は火葬の供給体制は

多摩市の観光について多摩市の観光について

民生費　成年後見制度利用者支援事業
　高齢化社会において成年後見制度の重要性が高まることを
背景に、後見人が受け持つ役割や担い手の確保、医療サービス
を受ける際の課題、関係所管との連携に関する質疑がありまし
た。他に市民後見人の養成と報酬等のサポート、利用者との間
のトラブルや後見の解除にかかわる問題など、さまざまな角度
からの質疑が相次ぎました。所管からは制度の内容と、現実の
課題をふまえての見直し、研究等が行われている状況等につい
て説明がありました。

認知機能の低下をサポートするために認知機能の低下をサポートするために

民生費　子ども家庭支援センター事業
　子どもから相談・発信できる、子どもSOSカードの配布状
況・相談件数について質疑がありました。
　小学４年生・中学１年生に配布しており、児童館では通年設
置配布しているが子どもからの電話相談は０件だったと答弁
がありました。
　現在SOSカードは相談先の電話番号のみ記載されているも
のですが、自宅に固定電話を置いていない家庭や、経済状況に
よって子どもに携帯電話を持たせていない家庭もあり、電話だ
けでの対応は難しいので、SOSカードに相談内容が書き込めて
投函できる箱の設置とカードの仕様変更の要望がありました。

子どもの思いを発信しやすく子どもの思いを発信しやすく

農林業費　農業経営支援事業
　シティセールスやまちおこしに繋がる市内産野菜PRの要望
と、昨年度実施した地場野菜を飲食店に利用してもらう多摩
市産農産物利用飲食店等支援事業について質疑がありました。
　どのようなPR・対応ができるか、どこに販売できるかを農
家の方や農協と話し調整していくと説明がありました。
　多摩市産農産物利用飲食店等支援事業について、決算額は
決して高い金額ではなかったが決算額以上の効果があったので、
現在見直しを行っている都市農業振興プランにも反映して農
業支援を検討したいと答弁がありました。

市内農産物の利用を市内農産物の利用を

土木費　住宅管理経費
　関戸３丁目市営住宅敷地内での雨水による浸水状況につい
て質疑がありました。
　「市営住宅敷地内では浸水被害は確認されていないが市営住
宅１階の専用庭がついている住戸付近は他の箇所に比べて水
捌けが悪く、台風の際に住民から不安の声があったため、土嚢
により専用庭に雨水が流れないように排水ルートを作り対応
した」と答弁がありました。
　関戸３丁目付近は地盤が低い地域ということもあるので市
営住宅の大規模改修の際には建物の改修に留まらず住宅敷地
内の対策を進めてほしいと要望がありました。

市営住宅の浸水対策市営住宅の浸水対策
教育費　教育指導経費
　ピアティーチャー（教育活動指導員）について、学校側のニー
ズが高いのに配置人数が減ってきていることへの質疑があり
ました。また、特別な支援を必要とする児童への対応に関して、
理学療法士など教師とは違う立場の専門家の知見が必要では
ないのか、という指摘もありました。他にもスクールサポート
スタッフなど、今の学校は教員以外にさまざまな人材が関わる
ため、全員でその学校の課題を共有できているのか、という問
題提起もありました。

誰がどのように教育に携わるのか誰がどのように教育に携わるのか


